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令和２年草加市議会１２月定例会追加提出議案 

議 案  

第１０２号議案 令和２年度草加市一般会計補正予算（第１２号） 

115,260,892千円
参考
内訳

△ 409,482千円

△ 409,482千円 職員 △ 75,970千円

114,851,410千円
会計
年度

△ 333,512千円

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額

１４ 国庫支出金 △ 6,738 △ 6,738

１８ 繰入金 △ 402,744 △ 402,744

合　　　　　計 △ 409,482

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 特定財源

50

△ 795

38,762

△ 56,999

△ 4,112

△ 13,334

① △ 70,251

△ 139,118

４　衛生費 △ 10,234 △ 10,234

５　労働費 8,310 8,310

６　農林水産業費 370 370

７　商工費 △ 423 △ 423

８　土木費 △ 32,044 △ 32,044

5,936

△ 64,545

△ 26,181

△ 14,953

△ 9,463

△ 22,253

1,795

合　      　計 △ 409,482

・人件費（商工）［職員課］

・人件費（土木）（道路）（河川）（都市計画）（住宅）［職員課］

・人件費（事務局）［職員課］

・会計年度任用職員の任用［職員課］

△ 745

２　総務費 △ 35,683

３　民生費 △ 209,369

１０　教育費 △ 129,664

　　補正前の歳入・歳出予算額　   　　   

　　歳入・歳出補正予算額　　　　    　  　

　　補正後の歳入・歳出予算額　   　　   

補正予算の主な内容

・公立保育園運営事業［保育課］

※丸番号については、歳入の特定財源及び歳出の充当先事業を表したもの。

　    　主　　　な　　　内　　　容

・財政調整基金繰入金

①事務費交付金

・人件費（議会）［職員課］

・議会事務事業［議会事務局］

・人件費（一般管理費）［職員課］

　    　主　　　な　　　内　　　容

・総務企画課管理運営事業［総務企画課］

・教育相談充実事業［教育支援室］

・特別支援教育充実事業［教育支援室］

１　議会費

・学校教育補助員配置事業［指導課］

・生徒指導推進事業［指導課］

・人件費（総合事務組合市負担金）［職員課］

・人件費（税務）（戸籍）（選挙）（統計）（監査）（市民安全）（防災）
（環境）（スポーツ振興）（文化観光）［職員課］

・人件費（福祉総務）（介護保険）（国民年金）（国民健康保険）
（児童福祉）［職員課］

・人件費（保健衛生）（清掃）［職員課］

・人件費（小学校）（生涯学習）（公民館）（図書館）［職員課］

・人件費（労働）［職員課］

・人件費（農業）［職員課］
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第１０３号議案 令和２年度草加市一般会計補正予算（第１３号） 

114,851,410千円

824,909千円

115,676,319千円

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額

704

4,783

4,000

164,017

1,000

１５　県支出金 61,350 61,350

72,379

△ 14,724

△ 1,500

△ 5,700

△ 76,300

113,300

19,900

14,800

439,900

27,000

合　　　　　計 824,909

　　補正前の歳入・歳出予算額　   　　   

　　歳入・歳出補正予算額　　　　    　  　

　　補正後の歳入・歳出予算額　   　　   

補正予算の主な内容

※丸番号については、歳入の特定財源及び歳出の充当先事業を表したもの。

　    　主　　　な　　　内　　　容

１４　国庫支出金 174,504

①高齢者医療制度円滑運営事業費補助金

②学校施設環境改善交付金[小学校費]

③公立学校情報機器整備費補助金[小学校費]

④学校施設環境改善交付金[中学校費]

⑤公立学校情報機器整備費補助金[中学校費]

⑥インフルエンザワクチン接種補助金

１８　繰入金 56,155

・財政調整基金繰入金

⑦公共施設整備基金繰入金

⑧みどりのまちづくり基金繰入金

⑬学校施設整備事業債[小学校費]

⑭校舎等大規模改造事業債

⑮学校施設整備事業債[中学校費]

２１　市債 532,900

⑨スポーツ振興事業債

⑩（仮称）松原児童センター建設事業債

⑪獨協大学前駅西側地域まちづくり事業債

⑫公園整備事業債
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　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 特定財源

△ 9,559

△ 336

26,764

7,609

⑦⑨ △ 15,531

△ 40,140

① 3,520

5,981

2,805

⑦⑩ △ 95,357

４　衛生費 70,318 ⑥ 70,318

75,900

△ 4,500

△ 3,200

⑪ 139,063

⑫ 27,381

△ 40,000

⑧ △ 1,500

②⑬ 21,538

③ 4,000

△ 6,179

④⑮ 39,510

⑤ 1,000

△ 14,270

④⑭ 630,092

合　      　計 824,909

・収納管理事務事業［納税課］

・危機管理体制整備事業［危機管理課］

・スポーツ振興事業［スポーツ振興課］

　    　主　　　な　　　内　　　容

・政策形成事業［総合政策課］

・平和事業［人権共生課］

・オリンピック・パラリンピック事業［スポーツ振興課］

３　民生費 △ 83,051

・後期高齢者医療広域連合事務事業［保険年金課］

・介護保険特別会計繰出金［介護保険課］

・公立保育園運営事業［保育課］

２　総務費 △ 31,193

・谷塚駅西口地区市街地整備事業［都市計画課］

・獨協大学前＜草加松原＞駅西側地域まちづくり推進事業
　［都市計画課］

・公園広場等整備事業［みどり公園課］

・児童館・児童センター運営事業［子ども育成課］

・予防接種事業［健康づくり課］

・橋りょう整備事業［道路整備課］

・都市計画マスタープラン推進事業［都市計画課］

・公園広場等維持管理事業［みどり公園課］

・草加松原魅力アップ事業［みどり公園課］

１０　教育費 675,691

・学校施設維持管理事業（小学校）［学校施設課］

・情報教育環境整備事業（小学校）［指導課］

８　土木費 193,144

・学校就学援助事業（中学校）［学務課］

・トイレ環境改善整備事業（中学校）[学校施設課]

・学校就学援助事業（小学校）［学務課］

・学校施設維持管理事業（中学校）［学校施設課］

・情報教育環境整備事業（中学校）［指導課］
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・継続費の補正 (千 円)

分類

R2 68,610

R3 68,610

R4 91,481

➡ （令和２年度～令和４年度） 総額 228,701

R2 291,816

R3 291,816

R4 389,098

➡ （令和２年度～令和４年度） 総額 972,730

事　項　(　期　間　) 年割額及び総額

変更（既設定分）

スポーツ振興事業
（松原テニスコート設置工事・監理業務委託）

（令和２年度～令和３年度）

変更（既設定分）

児童館・児童センター運営事業
（（仮称）松原児童センター建設工事・監理業務委託）

（令和２年度～令和３年度）
 

・繰越明許費の設定（７事業）
(千 円)

分類 繰越額

18,664

11,000

75,900

157,476

21,538

39,510

630,092

・債務負担行為の補正
(千 円)

分類 限度額

148,060

172,150

99,770

511,050

16,130

87,899

10,270

繰越事業

通常事業
（予算成立後の事由）

４事業

道路整備事業（市道30652号線）

道路整備事業（市道10008号線）

橋りょう整備事業（橋りょう補修工事（松原大橋））

獨協大学前＜草加松原＞駅西側地域まちづくり推進事業

追加（新規設定分）

子育て支援センター及び児童発達支援センター運営事業
（草加市児童発達支援センター解体工事）（令和２年度～令和３年度）

道路整備事業（令和２年度～令和３年度）

排水路整備事業（令和２年度～令和３年度）

エアコン等設置事業（小学校）
（屋内運動場エアコン設置工事等）（令和２年度～令和３年度）

国の補正予算対応
（性質上の事由）

３事業

学校施設維持管理事業（小学校）（ブロック塀改修工事）

学校施設維持管理事業（中学校）（ブロック塀改修工事）

トイレ環境改善整備事業（中学校）

エアコン等設置事業（小学校）
（屋内運動場エアコン設置等事業者選定支援業務委託）（令和２年度～令和３年度）

エアコン等設置事業（中学校）
（屋内運動場エアコン設置工事等）（令和２年度～令和３年度）

エアコン等設置事業（中学校）
（屋内運動場エアコン設置等事業者選定支援業務委託）（令和２年度～令和３年度）

事　項　(　期　間　)
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第１０４号議案 令和２年度草加市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

16,576,782千円

10,120千円

16,586,902千円

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額

4,139

31,502

31,648

5,981

△ 63,150

合　  計 10,120

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 特定財源

 １ 総務費 10,120 ① 10,120

 ２ 保険給付費 0 ④ 0

② 0

③ 0

合　  計 10,120

　    　主　　　な　　　内　　　容

 ３ 国庫支出金  67,289

① 介護保険事業費補助金

②保険者機能強化推進交付金

③ 介護保険保険者努力支援交付金

　　補正前の歳入・歳出予算額　   　　   

　　歳入・歳出補正予算額　　　　    　  　

　　補正後の歳入・歳出予算額　   　　   

補正予算の主な内容
※丸番号については、歳入の特定財源及び歳出の充当先事業を表したもの。

　    　主　　　な　　　内　　　容

・ 一般管理費（介護保険一般事務）

・居宅介護サービス給付費（財源振替）

 ４ 地域支援事業費 0

・ 地域包括支援センター委託事業（財源振替）［長寿支援課］

 ７ 繰入金 △ 57,169

 ・ その他一般会計繰入金（事務費等）

 ④介護給付費準備基金繰入金

 ・ 介護予防・生活支援サービス事業費（財源振替）

 

 

第１０５号議案 令和２年度草加市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

2,984,958千円

3,520千円

2,988,478千円

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額

 ２ 繰入金 3,520 3,520

合　  計 3,520

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 特定財源

１　総務費 3,520 3,520

合　  計 3,520

　　歳入・歳出補正予算額　　　　    　  　

　　補正後の歳入・歳出予算額　   　　   

補正予算の主な内容

　    　主　　　な　　　内　　　容

 ・事務費繰入金

　　補正前の歳入・歳出予算額　   　　   

　    　主　　　な　　　内　　　容

 ・ 一般管理費
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第１０６号議案 市長等の給与等に関する条例及び議会の議員の議員報酬及び費用弁償等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について【職員課】 

１ 目的  

令和２年１１月２０日付け草加市特別職報酬等審議会の答申に鑑み、市長、副市長、

病院事業管理者及び教育長並びに議会の議長、副議長及び議員の期末手当の支給率を引

き下げるものです。 

２ 内容等 

 期末手当の支給率を４．５月分から４．４５月分に引き下げます。（引下げに係る調

整を行うため、令和２年１２月期の支給率を０．０５分引下げ、その後令和３年度から

６月期と１２月期で０．０２５分ずつ振り分けます。） 

 ⑴ 令和２年１２月期期末手当支給率 

   １００分の２２５ → １００分の２２０ 

 ⑵ 令和３年度以降の期末手当支給率 

    ６月・１２月期期末手当 １００分の２２０ → １００分の２２２．５ 

３ 施行期日 

 令和２年１２月期に係る期末手当支給率の改定は公布の日から、令和３年度以降の期

末手当支給率の改定は令和３年４月１日から施行します。 

 

第１０７号議案 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について【職員

課】 

１ 目的  

令和２年人事院勧告に鑑み、一般職の職員、特定任期付職員及び会計年度任用職員の

期末手当の支給率を引き下げるとともに、自己所有の住宅等に居住する職員の住居手当

を廃止するものです。 

２ 内容等 

 ⑴ 期末手当支給率の引下げ 

   期末手当の支給率を４．５月分から４．４５月分に引き下げます。（引下げに係る

調整を行うため、令和２年１２月期の支給率を０．０５分引下げ、その後令和３年度

から６月期と１２月期で０．０２５分ずつ振り分けます。）※再任用職員に係る支給

率の改定はありません。 

  (ア) 令和２年１２月期期末手当支給率 

    １００分の２２５ → １００分の２２０ 



- 7 - 

  (イ) 令和３年度以降の期末手当支給率 

    ６月・１２月期期末手当 １００分の２２０ → １００分の２２２．５ 

 ⑵ 自己所有の住宅等に係る住居手当の廃止 

   自己所有の住宅等に居住する職員（持家や実家に居住している場合等）の住居手当

を廃止します。ただし、経過措置として段階的に廃止するものとします。 

改正前 改正後 

 

自己所有の住宅等に居住

する職員の住居手当 

月額４，０００円 

①令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

  →月額３，０００円 

②令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

  →月額１，０００円 

③令和５年４月１日以降 

  →廃止 

３ 施行期日 

 令和２年１２月期に係る期末手当支給率の改定は公布の日から、令和３年度以降の期

末手当支給率の改定及び自己所有の住宅等に係る住居手当の廃止は、令和３年４月１日

から施行します。 

 


